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　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行細則等の一部を改正する規則をここに公布しま

す。

　　令和６年２月29日

	 長野県知事　阿　部　守　一

長野県規則第２号

　　　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行細則等の一部を改正する規則

　（医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行細則の一部改正）

第�１条　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行細則（昭和36年長野県規則第17号）の一部を次の

ように改正する。

　　第６条第１項中「フレキシブルディスク等」を「電磁的記録媒体等」に改める。

　（介護保険法に基づく指定居宅サービス等の事業の従業者、設備及び運営の基準に関する条例施行規則の一部改正）

第�２条　介護保険法に基づく指定居宅サービス等の事業の従業者、設備及び運営の基準に関する条例施行規則（平成25年長野県規則

第22号）の一部を次のように改正する。

　　第５条第１項第２号を次のように改める。

　　⑵�　電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる

記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第90条第１項において同じ。）に係る記録媒体をいう。）

をもって調製するファイルに条例第８条に規定する重要事項を記録したものを交付する方法

　�　第90条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電

子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）」を削る。

　�（介護保険法に基づく指定介護予防サービス等の事業の従業者、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のた

めの効果的な支援の方法の基準に関する条例施行規則）

第�３条　介護保険法に基づく指定介護予防サービス等の事業の従業者、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防

のための効果的な支援の方法の基準に関する条例施行規則（平成25年長野県規則第23号）の一部を次のように改正する。

　　第14条の３第１項第２号を次のように改める。

　　⑵�　電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる

記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第86条第１項において同じ。）に係る記録媒体をいう。

第68条の２第１項第２号において同じ。）をもって調製するファイルに重要事項を記録したものを交付する方法

　　第68条の２第１項第２号を次のように改める。

　　⑵　電磁的記録媒体をもって調製するファイルに条例第160条第１項に規定する重要事項を記録したものを交付する方法

　�　第86条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電

子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）」を削る。

　（介護保険法に基づく指定介護老人福祉施設の従業者、設備及び運営の基準に関する条例施行規則の一部改正）

第�４条　介護保険法に基づく指定介護老人福祉施設の従業者、設備及び運営の基準に関する条例施行規則（平成25年長野県規則第24号）

の一部を次のように改正する。

　　第４条第１項第２号を次のように改める。

　　⑵�　電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる

記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第16条第１項において同じ。）に係る記録媒体をいう。）

をもって調製するファイルに条例第６条第１項の重要事項を記録したものを交付する方法

　�　第16条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電

子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）」を削る。

　（介護老人保健施設の従業者、施設及び設備並びに運営の基準に関する条例施行規則の一部改正）

第�５条　介護老人保健施設の従業者、施設及び設備並びに運営の基準に関する条例施行規則（平成25年長野県規則第25号）の一部を

次のように改正する。

　　第５条第１項第２号を次のように改める。

　　⑵�　電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる

記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第18条第１項において同じ。）に係る記録媒体をいう。）

をもって調製するファイルに条例第７条に規定する重要事項を記録したものを交付する方法

　�　第18条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電

子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）」を削る。

　（軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例施行規則の一部改正）
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第６条　軽費老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例施行規則（平成25年長野県規則第28号）の一部を次のように改正する。

　　第４条第１項第２号を次のように改める。

　　⑵�　電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記

録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第11条第１項において同じ。）に係る記録媒体をいう。）を

もって調製するファイルに条例第12条第１項の重要事項を記録したものを交付する方法

　�　第11条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電

子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）」を削る。

　（介護医療院の従業者、施設及び設備並びに運営の基準に関する条例施行規則の一部改正）

第�７条　介護医療院の従業者、施設及び設備並びに運営の基準に関する条例施行規則（平成30年長野県規則第18号）の一部を次のよう

に改正する。

　　第５条第１項第２号を次のように改める。

　　⑵�　電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記

録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第19条第１項において同じ。）に係る記録媒体をいう。）を

もって調製するファイルに条例第７条に規定する重要事項を記録したものを交付する方法

　�　第19条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電

子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）」を削る。

　（無料低額宿泊所の設備及び運営の基準に関する条例施行規則の一部改正）

第８条　無料低額宿泊所の設備及び運営の基準に関する条例施行規則（令和３年長野県規則第39号）の一部を次のように改正する。

　　第４条第１項第２号を次のように改める。

　　⑵�　電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記

録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）に係る記録媒体をいう。）をもって調製するファイルに重

要事項等を記録したものを交付する方法

　　　附　則

　この規則は、公布の日から施行する。

地域福祉課
介護支援課
薬事管理課


